
　（１）政治資金監査マニュアル

士業団体 政治資金監査マニュアル　Ｐ２
　政治資金監査において、国会議員関係政治団体と
一定の関係を有する登録政治資金監査人は当該国会
議員関係政治団体に対して政治資金監査業務を行う
ことができないことが明示されているため、２つめ
の○の最後の行は、「政治資金監査業務を行うこと
ができない。」と修正すべき。

修文を検討。

士業団体 政治資金監査マニュアル　Ｐ３
　政治資金監査は登録政治資金監査人が行う業務で
あり、登録政治資金監査人を除く各当事者（国会議
員・候補者、国会議員関係政治団体の代表者、会計
責任者等）が行う業務ではないことから、２つめの
○の最後の行は、「各当事者は、相互信頼に基づい
て、それぞれの義務を果たすことが期待される。」
と修正すべき。

修文を検討。

提出者

に対する主な意見・質問
「政治資金監査に関する具体的な指針」中間とりまとめ案

政治資金適正化委員会の考え方意見
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個人（公認会計
士）

政治資金監査マニュアル　Ｐ１２
　契約を締結したものの、会計帳簿の記載や領収書
等の整理状況が、監査に耐えられないほど杜撰であ
る場合には、政治資金監査報告書を提出する必要は
ないとのことであるが、契約解除する場合や政治資
金監査報告書を提出しない場合の留意点等について
明らかにすべきであり、契約書の一定の雛形を呈示
されることが望ましい。

　現時点で委員会として契約書の雛形を提示する予
定はないが、ご指摘の件に関しては、「政治資金監
査実施要領」の「政治資金監査契約の締結に当たっ
ての留意事項」において明らかにする予定である。

個人（政党職
員）

政治資金監査マニュアル　Ｐ１３
　省令に定められた様式のみを会計帳簿とみなす
と、１件の支出ごとに支出先の正式名称、さらに住
所（所在地）まで記載することとなり、実務上過大
な負担を課すこととなる懸念があり、法の趣旨に照
らしても不要と思われる。
　省令の記載要領に「補助簿、日計表の類を使用し
てもさしつかえないこと」とあるが、これらの定
義、またそれらを含めて会計帳簿とみなせるのかど
うかを示されたい。
　この点について、登録政治資金監査人の認識を統
一しないと、混乱を生じることとなると思われ、と
くに住所記載については、別途作成した住所一覧表
等又は領収書綴り等で確認できれば足りるものとす
べき。

修文を検討。
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士業団体 政治資金監査マニュアル　Ｐ１４
　１つめの○において、「人件費については、領収
書等又は振込明細書及び振込明細書に係る支出目的
書により、支出の状況を確認すること」とされてい
るが、人件費は経常経費の大部分を占めるものと思
われることから、人件費の対象となる者の実在性を
担保するため、出勤簿等を確認することとすべき。

　政治資金監査は、会計事務に対する外形的・定型
的な監査であり、人件費の対象となる者の実在性を
担保するため、出勤簿等の確認を行うなど、政治団
体の活動の実態を把握することは政治資金監査の範
疇を超えるものと考える。

士業団体 政治資金監査マニュアル　Ｐ１４
　３つめの○において、「会計帳簿に計算誤りがな
いかどうかを検算して確認すること。」とあるが、
登録政治資金監査人は支出の状況を確認することが
期待される（政治資金監査マニュアルＰ３の１３行
目）とされており、検算まで行う必要があるか。
　また、検算した結果、誤りがある場合は会計責任
者等に修正指示をするのか。それとも指摘事項とし
て記載するのみでよいのか。
　さらに、会計帳簿には収入簿もあるが、収入簿に
ついても検算を行うことを予定しているのか。

修文を検討。

士業団体 政治資金監査マニュアル　Ｐ１４
　３号監査事項について、登録政治資金監査人は支
出の状況について監査することが求められていると
ころ、収支報告書には収入項目もあるが、これらの
項目についても必要記載事項の記載の確認や、計算
誤りがないかどうかを検算するのか。収支報告書に
は（その1）から（その20）までの様式があるが、
具体的に確認範囲を限定すべき。

修文を検討。
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士業団体 政治資金監査マニュアル　Ｐ１８
　国会議員関係政治団体と政治資金規正法に定める
利害関係を有する登録政治資金監査人は、そもそも
当該国会議員関係政治団体に対して政治資金監査を
行うことはできないので、政治資金監査報告書に利
害関係を有していない旨の業務制限の記載は不要で
ある。

　政治資金監査報告書は国民の閲覧に供されるもの
であり、業務制限に関する記載は政治資金監査の実
効性や信頼性を示す重要な情報であると考える。
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　（２）領収書等の確認に当たっての留意事項

士業団体 領収書等の確認に当たっての留意事項　Ｐ１
　「１．領収書等の記載事項の確認」の３つめの○
において、「領収書等の３事項に欠ける領収書等が
あった場合には、その旨を指摘するとともに、領収
書等の発行者に対し記載の追加や再発行を要請する
など、３事項を具備した領収書等を備えるよう求め
ること。」とあるが、登録政治資金監査人が領収書
等の発行者に対し要請を行うのか。

　要請を行うのは、登録政治資金監査人ではなく、
会計責任者等である。誤解のないよう修文を検討。

士業団体 領収書等の確認に当たっての留意事項　Ｐ１
　本資料は、領収書等の確認に当たっての留意事項
として位置づけられながら、「１．領収書等の記載
事項の確認」の４つめの○の記述のみ、登録政治資
金監査人が具体的にどういった手続を行うのかが明
確にされていないので、末尾に例えば、「したがっ
て、登録政治資金監査人は、振込明細書に係る支出
目的書とともに振込明細書を確認する必要があ
る。」と登録政治資金監査人の対応を追記する必要
があると考える。

修文を検討。

個人（公認会計
士）

領収書等の確認に当たっての留意事項　Ｐ１
　振込明細書は領収書等ではないとされているが、
振込明細書とともに請求書があれば領収書等と同様
に扱ってよいのではないか。

　請求書により支出の目的を確認することは、政治
資金規正法上想定されておらず、また、請求書の保
存義務も課されていないため、請求書により支出の
目的を確認することは困難であると考える。

提出者 政治資金適正化委員会の考え方意見
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士業団体 領収書等の確認に当たっての留意事項　Ｐ２
　２つめの○において、「高額領収書等のあて名に
当該国会議員関係政治団体に対して発行されたこと
が推認されない名称が記載されている場合には、会
計責任者等に対するヒアリングにおいて、その事情
を確認すること。」とあり、また、３つめの○にお
いて、「高額領収書等以外の領収書等についても、
あて名に当該国会議員関係政治団体に対して発行さ
れたことが推認されない名称が記載されているもの
があった場合には、その旨を指摘すること。」とあ
るが、「確認」と「指摘」の具体的相違点はなに
か。

修文を検討。

個人（政党職
員）

領収書等の確認に当たっての留意事項　Ｐ２
　４つめの○において、「あて名に国会議員関係政
治団体の正式名称と異なる名称が記載されていて
も、やむを得ないもの」として自動車関連諸費と携
帯電話等が挙げられているが、事務所の賃貸契約等
についても、法人格がないことから、個人名とする
ことを求められる場合があるようであり、その点に
も留意した表現とされたい。

修文を検討。

士業団体 領収書等の確認に当たっての留意事項　Ｐ２
　「（２）訂正等の確認」において、「一般の大法
人が発行する領収書等」とあるが、「大法人」とは
どのような法人か定義されたい。

修文を検討。

6



　（３）会計責任者等に対するヒアリングに当たっての留意事項

個人（政党職
員）

会計責任者等に対するヒアリングに当たっての留意
事項　Ｐ２
　「３．ヒアリングの実施方法」の２つめの○にお
いて、「支出の都度、会計帳簿へ記載することが望
ましい」とあるが、会計帳簿の定義と関連して、出
納帳（日計表）等ならともかく、厳密に省令様式の
支出簿に、支出の都度、記載することは不可能と思
われる。

修文を検討。

士業団体 会計責任者等に対するヒアリングに当たっての留意
事項　Ｐ２
　「３．ヒアリングの実施方法」の２つめの○にお
いて、「・会計責任者の交代があった場合、どのよ
うに事務の引継ぎを行っているのか。」等の会計処
理方法として整合性のないものにも範囲を広げるの
は疑問であり、整合性を考えて列挙すべき。

　政治資金規正法上、領収書等の保存義務が課さ
れ、また、少額領収書等の写しの開示制度が創設さ
れたことも踏まえれば、会計責任者の交代があった
場合でも、関係書類の整理・保存が適切になされる
ことが重要であり、事務の引継ぎについてもヒアリ
ングにより確認することとしている。

提出者 意見 政治資金適正化委員会の考え方
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士業団体 会計責任者等に対するヒアリングに当たっての留意
事項　Ｐ２
　「３．ヒアリングの実施方法」の２つめの○にお
いて、「・書面監査において、収支報告書の記載不
備、計算誤り等を指摘したものについて、適正に訂
正されたか。」について、訂正の確認を登録政治資
金監査人が自ら行わず、ヒアリングで済ませること
は不適切であり、本人にさせるべきである。した
がって、ヒアリングにはなじまないので削除すべ
き。

修文を検討。

政党 会計責任者等に対するヒアリングに当たっての留意
事項　Ｐ２
　領収書等の亡失等により支出の状況が確認できな
いものについては、領収書等亡失等一覧表を作成
し、ヒアリングで確認がとれたものについては認め
ざるを得ないと解釈してよいのか。

修文を検討。
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個人（政党職
員）

会計責任者等に対するヒアリングに当たっての留意
事項　Ｐ３
　３つめの○において、「どのようにあん分してい
るかを会計責任者等に確認する」とあるが、複数の
政治団体（政党支部と後援会等）が事務所を共用し
ている場合は珍しくなく、家賃等の負担区分を覚書
等で明確にしておくよう助言しているところである
が、その際も、契約自体はどれか１つの政治団体名
でしか行えないことがほとんどであり、この場合、
一方が他方（契約主体となった団体）にあん分等負
担分を経常経費として支出した形で計上している
ケースが多いが、後の分類基準等との関連で、そう
した処理で妥当かどうかを明確にされたい。

　ご指摘の処理で問題ないものと考える。

個人（政党職
員）

会計責任者等に対するヒアリングに当たっての留意
事項　Ｐ３
　公職選挙法等他法令に関わる事項についてまで、
登録政治資金監査人の確認義務を明記することが必
要かつ妥当かどうか疑問である。

　公職選挙法違反が外形上明らかに疑われる場合で
あっても、登録政治資金監査人が一切確認しないこ
ととすると、政治資金監査の信頼性が損なわれるこ
とから、国民の信頼に応えうる制度とするためにも
確認を行うこととしている。
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士業団体 会計責任者等に対するヒアリングに当たっての留意
事項　Ｐ３
　「４．その他の留意事項」の１つめの○におい
て、例外的に職務代行者に対するヒアリングでも差
し支えないものと記載しているが、これにより、事
実上、会計責任者がヒアリングに出席しないことを
認めることとなることを危惧する。したがって、ヒ
アリングの意義が著しく損なわれることのないよ
う、会計責任者の欠席を回避することや、会計責任
者自らのヒアリングと同様の実質を確保するための
方策を政治資金監査マニュアルの中において明示す
ることを強く望む。

修文を検討。
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　（４）会計帳簿の記載要領について

個人（政党職
員）

会計帳簿の記載要領について
　政治資金監査マニュアルの中で「参考資料」と
は、どういう位置づけになるのかが不明瞭である。

　政治資金監査において確認すべき事項を検討する
中で、事後に政治資金監査を通じて確認するのでは
なく、事前に政治団体に対して適正な取扱いを促す
ことで改善を図るべきであるとされた事項もあった
ところであり、かかる事項について政治資金適正化
委員会としてその適正な取扱いを示したものであ
る。

個人（公認会計
士）

　会計帳簿や収支報告書等における支出年月日と
は、経費発生日をいうのか、支払日をいうのかを明
確にすべき。

修文を検討。

政党 会計帳簿の記載要領について
　会計帳簿には、すべての支出について、支出を受
けた者の氏名及び住所並びにその支出の目的、金額
及び年月日を記載することとなっていることから、
事務が非常に煩雑になっているため、改善策を講じ
られたい。

　ご指摘を踏まえ、今後どのような対応が可能か検
討することとしたい。

提出者 意見 政治資金適正化委員会の考え方
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　（５）その他

政治団体 　政治資金監査を行うに当たってのチェックリスト
を作成されたい。

　作成を検討している。

意見 政治資金適正化委員会の考え方提出者
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